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はじめに

土木工事標準歩掛は，土木請負工事費の積算に

用いる標準的な施工条件における単位施工量当た

りの労務，材料，機械の運転時間等の所要量（歩

掛）について，おのおのの工種ごとに表したもの

です。

これら土木工事標準歩掛は，「中央建設業審議

会（中建審）」の建議を踏まえて，標準歩掛自体

の妥当性を世に問うこと，積算の透明性を確保す

ることを目的として，昭和５８年３月に６７工種を

「土木工事標準歩掛」として公表しており，その

後，改正や新規制定を重ねて，平成２０年度には１２

３工種を公表しているところです。

土木工事標準歩掛の公表に伴い，土木工事費積

算の基礎資料として国土交通省のみならず，他の

国の機関，都道府県，市町村等の各発注官庁をは

じめ，民間企業においても標準的な積算の指標と

して広く活用されるに至っています。

これら土木工事標準歩掛は，一定しているもの

ではなく，施工制約の増加等の社会環境の変化，

あるいは使用機械の多様化，新技術・新工法の開

発などに起因する施工形態の変化により，常に変

化しています。そのため，常に実態を反映した適

正な資料とすることから，施工形態動向調査をは

じめとする現場実態調査を実施しています。

土木工事標準歩掛の改正は，この現場実態調査

の結果をふまえ，既存制定工種の歩掛改正および

全国的に普及して施工頻度の増えている工種の新

規制定を行っています。

積算基準の改正は，通常，年度の当初に行われ

ることが多いですが，今回，トンネル工事に関す

る土木工事標準歩掛とトンネル工事に関する共通

仮設費および現場管理費の諸経費についても改正

することが平成２０年１０月１５日に通知されたことか

ら，以下のとおり紹介するものです。

改正の概要

今回のトンネル工の積算基準の改正は，以下の

２点の背景を有しています。

! 「緊急公共工事品質確保対策について」（平成

１８年１２月８日官房長通達）に基づき，実施した

特別実態調査の結果を反映

" トンネルじん肺訴訟に関して，平成１９年６月

１８日に関係大臣と原告団・弁護団との間で取り

交わされた「トンネルじん肺防止対策に関する

合意書」を受けた措置

!について，国土交通省直轄工事および都道府

県による補助工事を対象にトンネル工事の現場実

態調査（特別実態調査）を実施した結果，トンネ

ルの掘進作業において施工の効率化が進んでいる

ことでした。

トンネル工（NATM）の
積算基準の改正について

国土交通省大臣官房技術調査課
総合政策局建設施工企画課
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表―１

基準名 改正点 改正の根拠

土木工事標準積算基準
共通仮設費率 諸経費動向調査の結果を反映

現場管理費率 諸経費動向調査の結果を反映

土木工事標準歩掛

施工歩掛 特別実態調査の結果を反映

機械損料

特別実態調査の結果を反映
作業日数の変化（※）を反映
※労働基準法３２条の趣旨を踏まえた積算上の工期変化
（現行）１０時間労働→（改正）８時間労働
（現行）４週６休 →（改正）４週８休

また，諸経費動向調査についても実施した結

果，共通仮設費率および現場管理費率についても

変動があることが分かりました。

"について，「トンネルじん肺防止対策に関す

る合意書」を受けて，労働基準法第３２条の規定の

趣旨をふまえ，積算上におけるトンネル工事の労

働時間の考え方を見直しました。

その結果，作業日数に変化が生じることが分か

りました。

!"の要素から施工形態に変動がみられた結果

を反映したところ，今回，土木工事標準積算基準

（共通仮設費率，現場管理費率）および土木工事

標準歩掛を改正するに至ったわけです（別添資料

参照）。

なお，今回の改正した土木工事積算基準は，平

成２０年１０月１５日以降に公告が実施されるトンネル

工事を対象としています。

別添資料

平成２０年１０月１５日
国土交通省 大臣官房技術調査課

総合政策局建設施工企画課

トンネル工事に関する積算基準の改正について

国土交通省発注工事に適用される「国土交通省土木工事標準積算基準」「土木工事標準歩掛（国土交通省）」のうちト
ンネル工事に関する部分について改正することとしました。
積算基準の改正については，最新の実態を反映しながら必要に応じ改正することとしていますが，今回の改正におい
ては，
! 「緊急公共工事品質確保対策について」（平成１８年１２月８日官房長通達）に基づき，実施した特別実態調査の結果を
反映
" トンネルじん肺訴訟に関して，平成１９年６月１８日に関係大臣と原告団・弁護団との間で取り交わされた「トンネル
じん肺防止対策に関する合意書」（以下「合意書」という。）を受けた措置。
という背景を有しています。
改正の概要については，下表のとおり，「国土交通省土木工事標準積算基準」及び「土木工事標準歩掛（国土交通
省）」の具体的な改正内容については，別紙―１，別紙―２のとおりです。

参 考
○共通仮設費とは：
共通仮設費は，工事の施工において，共通的に必要な経費。
具体的には，機械等の運搬費，準備や跡片付けに要する費用等の準備費，工事現場の安全対策に要する安全費，
品質管理・出来形管理・工程管理に要する技術管理費，現場事務所等の営繕費など。
○現場管理費とは：
現場管理費は，工事施工において，品質管理，工程管理，原価管理，労務管理，安全管理などいわゆる工事監理
を実施するために必要な経費。
具体的には，工事現場で工事監理を行う従業員の給料手当，現場労働者の交通費，安全訓練費等，現場従業員の
法定福利費，下請の一般管理費等など。
○土木工事標準歩掛とは
土木工事標準歩掛は，土工，アスファルト舗装工，トンネル工等の工種別に，以下の内容を定めたものです。
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共通仮設費

１０００万円以下 １０００万円を超え２０億円以下 ２０億円を超えるもの

下記の率とする

$の算定式により算出された率とする。ただし変数
値は下記による 下記の率とする

A b

トンネル工事
改正後 ２８．７１ ４１６４．９ －０．３０８８ ５．５９

改正前 ３１．８７ ５３８８．７ －０．３１８３ ５．９０

注：上段は解析による共通仮設費率。下段は現行率式
（参考） 算定式

Kr＝A・Pb ただし Kr：共通仮設費率
P：対象額（円）
A・b：変数値

注：Krの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

現場管理費

１０００万円以下 １０００万円を超え２０億円以下 ２０億円を超えるもの

下記の率とする

$の算定式により算出された率とする。ただし変数
値は下記による 下記の率とする

A b

トンネル工事
改正後 ３９．８１ １５４．４ －０．０８４１ ２５．４９

改正前 ３７．４３ １２０．８ －０．０７２７ ２５．４６

注：上段は解析による現場管理費率。下段は現行率式
（参考） 算定式

Jo＝A・Npb ただし Jo：現場管理費率
Np：純工事費（円）
A・b：変数値

注：Joの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

! 施工方法
施工法，機種，規格の選定に関する事項
" 施工歩掛
単位時間あたりの作業量，機械経費，労務等に関する事項

トンネルじん肺防止対策に関する合意書（別紙） 関係部分のみ抜粋
積算基準について
労働基準法３２条の規定の趣旨を踏まえ，積算基準（土木工事標準歩掛）のトンネル建設工事の掘削作業に関する記
述の方法について本年度中に見直しを検討し，結論を得る

別紙―１

別紙―２
改正工種概要

番号 工 種 名 改正の根拠

１ トンネル工（NATM）

○ 週あたり４０時間労働へ見直し
・１日１０時間労働→１日８時間労働
・４週６休→４週８休
・週あたり歩掛化

○ 施工の効率化
・週あたり掘進長の増加による日あたり施工量の増加

〈参考〉 岩区分：C#，掘削断面積：７５m2の場合
○施工歩掛 ０．８１（現行施工歩掛（人／m））×０．７６９＝０．６２人／m
○機械損料 ０．３２（現行機械損料（日／m））×１．０８８＝０．３４８日／m→０．０７０週／m
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